
特
例
対
象
被
保
険
者
等
の

負
担
軽
減
措
置
が
あ
り
ま
す

会
社
都
合
な
ど
、
特
定
の
理
由

で
離
職
し
た
方
は
、
表
③
の
「
要

件
」
全
て
に
該
当
す
る
場
合
、
保

険
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
の
で
、
必

ず
届
け
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※
令
和
７
年
３
月
３１
日
〜
令
和
８

年
３
月
３０
日
の
間
に
離
職
し
、

届
け
出
を
し
て
令
和
７
年
度
国

民
健
康
保
険
税
の
軽
減
を
受
け

た
方
は
、
令
和
８
年
度
分
も
自

動
的
に
軽
減
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

通
知
書
の
内
容
を

必
ず
ご
確
認
く
だ
さ
い

納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
に
よ

り
納
付
す
る
方
に
は
、
納
税
通
知

書
と
決
定
通
知
書
を
送
付
し
ま

す
。
す
で
に
年
金
天
引
き
で
納
付

し
て
い
る
方
に
は
、
決
定
通
知
書

兼
特
別
徴
収
開
始
通
知
書
を
送
付

し
ま
す
。

保
険
税
の
税
率
等
に
つ
い
て

令
和
８
年
度
の
保
険
税
の
税
率

等
は
表
①
の
と
お
り
で
す
。

今
年
度
よ
り
、
新
た
に
「
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
納
付
金
分
」
が

加
算
さ
れ
ま
す
。

所
得
が
一
定
以
下
の
世
帯
を
対
象

と
し
た
軽
減
制
度
が
あ
り
ま
す�

（
申
請
不
要
）

国
の
法
令
改
正
に
合
わ
せ
、
軽

減
判
定
所
得
の
基
準
を
引
き
上

げ
、
軽
減
さ
れ
る
世
帯
の
範
囲
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

世
帯
内
の
被
保
険
者
全
員
と
世

帯
主
の
所
得
金
額
の
合
計
が
軽
減

基
準
（
表
②
）
以
下
の
場
合
、
均

等
割
額
お
よ
び
平
等
割
額
が
軽
減

さ
れ
ま
す
。

所
得
が
不
明
な
方
が
い
る
場
合

は
軽
減
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
の

で
、
所
得
申
告
が
必
要
な
方
は
必

ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

産
前
産
後
期
間
相
当
分
の
国
民

健
康
保
険
税
が
減
額
さ
れ
ま
す

（
令
和
６
年
１
月
〜
）

◆
対
象
者

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い

て
、
令
和
５
年
１１
月
１
日
以
降
に

出
産
予
定
ま
た
は
出
産
し
た
方

※
妊
娠
８５
日
（
４
カ
月
）
以
上
の

出
産
に
限
る
（
死
産
、
流
産
、

早
産
お
よ
び
人
工
妊
娠
中
絶
の

場
合
も
含
む
）。

◆
対
象
期
間

出
産
予
定
月
（
ま
た
は
出
産

月
）
の
前
月
か
ら
出
産
予
定
月

（
ま
た
は
出
産
月
）
の
翌
々
月
相

当
分
（
４
カ
月
分
）

◆
必
要
書
類

母
子
手
帳
な
ど
親
子
関
係
を
明

ら
か
に
す
る
書
類
、本
人
確
認
書
類

※
出
産
予
定
日
の
６
カ
月
前
か
ら

届
け
出
が
で
き
ま
す
。

皆
さ
ん
が
納
め
た
保
険
税
は
、
保
険
医
療
機
関
な
ど
へ
の
医
療
費

の
支
払
い
に
使
わ
れ
る
、
国
保
運
営
の
た
め
の
重
要
な
財
源
で
す
。

必
ず
納
期
限
ま
で
に
納
付
を
お
願
い
し
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
税
の
納
税
通
知
書
・

　
決
定
通
知
書
を
７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す

表①　令和8年度の保険税の税率等

※1 所得割は、前年中の合計所得金額から基礎控除額43万円を差し引いた額に、各税率をかけて算出します。
　  （合計所得金額が2,400万円を超える場合、基礎控除額は段階的に減少します）
※2 未就学児分の均等割は5割軽減となります。
※3 18歳未満の方は、18歳に達する日以後の最初の3月31日以前である被保険者（高校生年代まで）となり、均等割額はかかりません。

表②　軽減基準

表③

令和8年度
７割軽減

（改正なし） 43万円+10万円×Ａ

５割軽減 43万円＋31万円×Ｂ+10万円×Ａ
２割軽減 43万円＋57万円×Ｂ+10万円×Ａ

Ａ（給与所得者等の数－1）
※給与所得者等の数は、一定の給与所得者（給与収入55万円超）の

人数と公的年金等の支給（65歳未満の方は60万円超、65歳以上の
方は125万円（特別控除15万円を含む）超）を受ける人数の合計

Ｂ（被保険者＋特定同一世帯所属者数）
※特定同一世帯所属者とは、国民健康保険から後期高齢者医療制度へ

移行した方で、継続して同一世帯に属する方

要件

①離職日が令和7年3月31日以後であること
②離職日において、65歳未満であること
③「特定受給資格者」および「特定理由離職者」（「雇

用保険受給資格者証」の離職理由コードが次のい
ずれかの番号）であること

【11・12・21・22・23・31・32・33・34】

算出方法 対象者の前年所得のうち、給与所得を30/100として
算定

届け出に
必要なもの 雇用保険受給資格者証または雇用保険受給資格通知

届出場所 国保年金課または本納支所

問
合
せ

国
保
年
金
課
（
２
階
）

☎
⒇
１
５
０
３　

⒇
１
６
０
０

国保税は①～⑨
の合計額で算出

全加入者 40歳～64歳の方 18歳以上 18歳未満

基礎分 後期高齢者
支援金分 介護保険分 子ども・子育て支援納付金分

所得割※1 ①　 7.6% ④　 2.8% ⑥　 2.3% ⑧　 0.28%
均等割

（一人当たり）※2 ②21,200円 ⑤10,600円 ⑦15,500円 ⑨1,831円 なし※3

平等割
（一世帯当たり） ③21,000円 なし なし なし

課税限度額 67万円 26万円 17万円 3万円

5 広報もばら　2026.7.1


